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【背景】

発達や言語,知 的機能に関する検査は多く存在す

るが,こ れ らの検査が不能である重度の言語発達障

害児例に対 して実施可能な標準化された行動評価表

は存在 しない.本 研究では,検 査が不能であった多

動性障害の女児1例 に対 して,柳 谷1)行動評価表を

用いて評価を行い,ど のような面に改善が見られた

のかを検討をした.

【方法】

対象:2歳 時に多動性障害と診断された女児で,

初診(4歳10か 月)時の状態は多動が著明で椅子に着

席することは一度もなく,対 面しての発達,言 語,

知的機能の検査は一切不能であった.

手続き:毎 回の訓練をビデオ録画し,全 訓練期間

中(4歳11か 月～6歳2か 月)に行動上の変化が明確

であった訓練時期周辺のビデオを再生して毎回の訓

練場面全体を通して特徴的行動の転記を行った.評

価には,発 達障害児のコミュニケーション行動を客

観的に評価できるカテゴリーシステム改正版を用い

た.こ の行動評価表は相互交渉を対人的と非対人的

に分け,交 渉の手段を動作と音声の2つ に分類して

お り,大 枠では4つ のカテゴリーで行動を評価する

尺度である.

【結果】

図1に は訓練ごとに出現した動作による相互交渉

の頻度を示 した.こ の図から動作においては非対人

的相互交渉が先に出現 しているものの,最 終的には

対人的相互交渉が多い傾向にあった.

図1.動 作による対人的相互交渉の出現頻度

次に,音 声による相互交渉の変化をみたものが図

2で ある。この図から,音 声においても非対人的相

互交渉が先に出現することがわかる.し かし,音 声

ではその後も非対人的相互交渉の出現頻度が高い傾

向にあった.

さらに,対 人的相互交渉における手段の変化をみ

たのが図3で ある.こ の図から,動 作による対人的

相互交渉が音声より先に出現し,そ の後も動作によ

る相互交渉が多い傾向にあることがわかる.な お,

対面 しての言語検査等は依然として不能であった.

【考察】

本研究の結果,多 動が著明な障害児においては,

非対人的相互交渉が先に出現し,そ の後に対人的相

互交渉が現れることが示唆される.ま た,本 症例で

は行動面の変化が音声面の変化に先立って認められ

たことから,行 動面に障害を有する例では,ま ず行

動面の改善を図る訓練を優先する必要があると思わ

れる.

【結論】

本研究では対面しての検査が不能な症例に対 して

も,行 動評価表の使用によって臨床上の変化を捉え

ることが可能であった.こ のことから,対 面しての

検査が不能な例に対しては行動評価表が有効である

と考えられる。
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